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○高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための手続等に関する条例 

令和６年３月２６日 

条例第８号 

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電施設の適切な設置のために必要な手続等を定めることに

より、自然環境、生活環境及び景観の保全並びに災害の未然防止を図り、もって市民生

活の安全と安心を確保することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 本市の自然環境、生活環境及び景観は、市民の長年にわたる努力によって形成さ

れてきたことに鑑み、かけがえのない財産として将来にわたって市民がその恵沢を享受

することができるよう、地域の意向を踏まえて、その保全が図られなければならない。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 太陽光発電施設 太陽光を電気に変換する設備及びその附属設備をいう。 

(2) 太陽光発電事業 太陽光発電施設の設置（竹木の伐採、盛土、切土、埋立て等の造

成工事を含む。以下同じ。）又は運営をする事業をいう。 

(3) 事業者 太陽光発電事業を計画し、又は実施する者をいう。 

(4) 事業区域 太陽光発電事業の用に供する土地の区域をいう。なお、近接して行われ

る２以上の事業区域は、特に市長が認めるものを除き、１の事業区域とみなす。 

(5) 土地所有者等 事業区域に係る土地の所有者、占有者又は管理者をいう。 

(6) 近隣関係者 太陽光発電事業の実施により影響を受けると認められる者として規則

で定める者をいう。 

（市の責務） 

第４条 市は、第１条に定める目的及び第２条に定める基本理念にのっとり、この条例の

適正かつ円滑な運用が図られるよう必要な措置を実施するものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、第１条に定める目的及び第２条に定める基本理念にのっとり、市の施策

及びこの条例に定める手続の実施に協力するよう努めなければならない。 

（土地所有者等の責務） 

第６条 土地所有者等は、太陽光発電事業の実施に当たり、第１条に定める目的及び第２
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条に定める基本理念にのっとり、事業区域を適正に管理しなければならない。 

（事業者の責務） 

第７条 事業者は、太陽光発電事業の実施に当たり、第１条に定める目的及び第２条に定

める基本理念にのっとり、関係法令及びこの条例を遵守し、太陽光発電施設及び事業区

域内を常時安全かつ良好な状態となるよう運用するとともに、近隣関係者に丁寧に事前

説明するなどして良好な関係を保たなければならない。 

２ 事業者は、太陽光発電事業の実施に係る苦情又は紛争が生じたときは、誠意をもって

その解決に当たらなければならない。 

３ 事業者は、太陽光発電事業の実施に際して事故や災害等が発生したときは、速やかに

これを解決するとともに、再発防止のための措置を速やかに講じなければならない。 

（保全区域） 

第８条 市長は、次に掲げる区域であって特に必要があると認めるものを、太陽光発電事

業の実施に際して特に配慮が必要な区域（以下「保全区域」という。）として指定する

ことができる。 

(1) 良好な自然環境を保全する必要があると認められる区域 

(2) 生活環境を保全する必要があると認められる区域 

(3) 地域を象徴する景観を保全する必要があると認められる区域 

(4) 災害の未然防止を図る上で必要があると認められる区域 

２ 市長は、必要があると認めるときは、保全区域を変更し、又はその指定を解除するこ

とができる。 

（特定太陽光発電事業） 

第９条 第１１条から第１６条までの規定は、太陽光発電事業（太陽光発電施設の設置

（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物における設

置を除く。）に係るものに限る。）であって、次の各号のいずれかに該当するもの（以

下「特定太陽光発電事業」という。）について適用する。 

(1) 事業区域の面積が１０，０００平方メートル以上であるもの 

(2) 事業区域の面積が５００平方メートル以上であって、保全区域を全部又は一部に含

むもの 

（施設設置基準） 

第１０条 市長は、この条例の目的を達成するため、特定太陽光発電事業の実施に際して

の基準（以下「施設設置基準」という。）として、次に掲げる事項を規則で定めるもの
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とする。 

(1) 自然環境の保全に関する事項 

(2) 生活環境の保全に関する事項 

(3) 景観の調和に関する事項 

(4) 災害の未然防止に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事前協議） 

第１１条 特定太陽光発電事業を実施しようとする者（以下「特定事業者」という。）

は、特定太陽光発電事業の実施に関する計画（以下「事業計画」という。）について、

規則で定めるところにより、第１３条第１項の規定による届出を行う前に市長と協議し

なければならない。 

２ 市長は、事業区域に保全区域が含まれる場合、施設設置基準を満たさない場合、近隣

関係者への説明及び調整が不十分と判断した場合その他事業の適正な実施が困難と認め

る場合には、特定事業者に対して特定太陽光発電事業を実施しないように求めることが

できる。 

３ 市長は、第１項の規定による協議が合意に達したときは、特定事業者に対して通知書

（以下「事前協議完了通知書」という。）を交付するものとする。 

（近隣関係者への説明） 

第１２条 特定事業者は、前条第１項の規定による協議を開始した後、近隣関係者に対

し、説明会の開催及びその他の方法を用いて、事業計画に関する周知に係る措置を講じ

なければならない。 

２ 特定事業者は、事業計画に対する意見の申出の受付に関する事項を定めるとともに、

これを近隣関係者に周知しなければならない。 

３ 近隣関係者は、説明会の開催から３０日以内に、特定事業者に対して事業計画につい

ての意見を書面により申し出ることができる。 

４ 特定事業者は、前項の規定による意見の申出があったときは、１４日以内に、当該意

見を申し出た者に対して見解を記載した書面を交付の上、その者と誠意をもって協議し

なければならない。 

５ 特定事業者は、特定太陽光発電事業に関し自然環境、生活環境及び景観の保全並びに

災害の未然防止に係る事項について、規則で定める特定近隣関係者と協定を締結しなけ

ればならない。ただし、当該協定を締結できないことについて正当な理由があるとき



 

4/6 

は、この限りでない。 

６ 特定事業者は、前各項に規定する措置が完了したときは、規則で定めるところによ

り、その経過及び結果を速やかに市長に報告しなければならない。 

（事業計画の届出） 

第１３条 特定事業者は、特定太陽光発電事業に着手する日の６０日前までに、事業計画

について、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出の内容が適正であると認めたときは、届出者に対して

受理書（以下「届出受理書」という。）を交付するものとする。 

（工事の届出） 

第１４条 届出受理書の交付を受けた特定事業者は、当該届出に係る太陽光発電施設の設

置の工事に着手しようとするとき及び工事が完了したときは、規則で定めるところによ

り、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、設置工事が事業計画に適合していないと認めるときは、前項の規定による届

出を行った者に対し、期限を定めて、必要な措置を講ずるよう指導することができる。 

３ 第１項に定める着手に係る同項の規定による届出（以下「着手届」という。）を行っ

た者（以下「着手届出者」という。）は、着手届から３年以内に同項に定める工事の完

了に係る同項の規定による届出（以下「工事完了届」という。）がなされない場合又は

前項の期限までに必要な措置が完了しない場合は、事業計画を撤回し、事業に着手して

いる土地がある場合には、速やかに事業に着手する前の状況に回復しなければならな

い。 

４ 届出受理書の交付から２年以内に着手届が提出されない場合又は着手届から３年以内

に工事完了届がなされない場合は、その特定事業者は、届出受理書の交付を受けていな

いものとみなす。 

５ 着手届出者は、事業計画の内容を変更しようとするときは、速やかに工事を中止しな

ければならない。 

（事業計画の変更） 

第１５条 特定事業者は、事前協議完了通知書の交付を受けた後に、事業計画を変更しよ

うとするときは、改めて第１１条第１項の規定による協議を行わなければならない。 

２ 特定事業者は、事業計画の変更の内容が軽微であるとして規則で定める場合に該当す

るときは、前項の規定にかかわらず、当該変更の日から３０日以内に市長に届け出なけ

ればならない。 
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（事業計画の取りやめの届出） 

第１６条 特定事業者は、事業計画を取りやめようとするときは、規則で定めるところに

より、市長に届け出なければならない。 

（報告の徴収） 

第１７条 市長は、この条例の施行に関し必要があると認めるときは、事業者に対して報

告又は資料の提出を求めることができる。 

（立入調査等） 

第１８条 市長は、この条例の施行に関し必要な限度において、職員に事業者の事務所、

事業所及び事業区域に立ち入り、必要な調査をさせ、又は関係者に質問させることがで

きる。この場合において、市長は、必要に応じて事業者に立会いを求めることができ

る。 

２ 前項の規定による立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（指導及び助言） 

第１９条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対して必要な措置を講ずるよう

指導又は助言を行うことができる。 

（勧告） 

第２０条 市長は、事業者が指導又は助言に従わない場合は、期限を定めて、必要な措置

を講ずるよう勧告することができる。 

（公表） 

第２１条 市長は、前条の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由なく勧告に従わ

ない場合は、当該事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並びに当該勧告の内容を公表するとともに、国

に報告することができる。 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現に太陽光発電施設の設置の工事に着手している特定太陽光発

電事業については、第１１条から第１４条までの規定は、適用しない。 

３ この条例の施行の際、現に太陽光発電施設を設置し、又はその設置の工事に着手して
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いる特定太陽光発電事業において、施設の増設、更新その他の新たな太陽光発電施設の

設置の工事を行う場合は、前項の規定を適用せず、第１１条第１項及び第１３条第１項

の規定の適用については、第１１条第１項中「実施しようとする者」とあるのは「現に

実施している者であって、当該事業の計画を変更しようとするもの」と、「関する計

画」とあるのは「関する変更の計画」と、第１３条第１項中「特定太陽光発電事業」と

あるのは「変更後の特定太陽光発電事業」とする。 

 


